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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 1,116 △17.6 △16 ― △5 ― △9 ―

22年3月期第2四半期 1,356 △32.6 △44 ― △32 ― △274 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △1.68 ―

22年3月期第2四半期 △46.20 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 36,188 4,826 13.3 837.33
22年3月期 33,199 4,858 14.6 833.36

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  4,826百万円 22年3月期  4,858百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  

（注）当社は定款において第２四半期末日及び期末日を配当基準日と定めておりますが、第２四半期末日は無配、期末日における配当予想額は未定であ
ります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― ― ―

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
当社グループの業績は、為替市場の動向により大きく変動することから、業績予想が投資者の合理的な投資判断の形成に有用ではないと考えておりま
す。このため当社では業績予想の開示に代えて、当社グループの業績の実績値（主に営業収益、営業利益、経常利益）が前年同期または前年同四半期
の実績値等と比較して一定以上の変動が生じた場合には、決算の速報として概算値を開示しております。 



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施中です。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.2「その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 6,543,700株 22年3月期  6,543,700株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  779,062株 22年3月期  713,122株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 5,805,755株 22年3月期2Q 5,944,608株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第2四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年9月30日）におけるわが国経済は、海外経済の改善や緊

急経済対策を始めとする政策の効果などを背景に、企業収益の改善が続き、景気の自律的回復の兆候が認識されま

した。しかしながら、アメリカ・欧州を中心とした海外景気の下振れ懸念や金融資本市場の変動に加え、円高やデ

フレ進行、雇用情勢の悪化懸念など、景気の下振れ懸念が消えない状況が続きました。 

（外国為替証拠金取引業） 

 為替市場においては、米国市場金利の上昇を受け、4月初旬に1ドル＝94円台後半をつけた後、米国市場金利

が一転して低下に向かい、同月中旬に91円台後半まで円高が進みました。その後、ギリシャ問題に係る懸念の

一時的後退などを受けて円安基調となりましたが、5月6日に発生したNYダウの急落により、瞬間的に87円台を

つけました。5月下旬から6月初旬にかけては、急速な円高の反動から一時的に円安基調となったものの、おお

むね91円台の狭いレンジでの推移となりました。 

 6月下旬から9月中旬にかけては、主だった変動要因はなかったものの、米国の金融緩和による市場金利の低

下を受け、ドルは主要通貨に対して売られる展開が続き、9月14日には1ドル82円台に達しました。翌15日には

国内金融当局による円売り介入が実施されたため、一旦は86円台寸前まで円安となったものの、FOMCによる追

加の金融緩和期待により、9月末には83円台前半まで円高が進みました。 

 なお、当第2四半期連結累計期間の東京金融取引所における取引所為替証拠金取引「くりっく365」の取引高

は57,564千枚（前年同四半期比57.7％増）、当社グループの取引高は8,573千枚（同32.6％増）となりまし

た。 

（環境・省エネルギー支援サービス業） 

 国内の住宅用太陽光発電システムの販売市場は、平成21年度から実施されている太陽光発電システムへの補

助金交付が今年度も継続していることに加え、平成21年11月から開始された「電力買取制度」など国策レベル

で普及が推進されていることから拡大傾向となっております。ただ、先行する国内メーカーの積極的な事業強

化と後発の海外メーカーによる価格攻勢によるシェア競争の段階に入っているほか、太陽光発電システムの販

売業者も住宅業界や電設・電器業界以外からの新規参入も散見され、当第2四半期連結累計期間も競争激化が

進みました。 

 このような経済・市場環境のもと、当社グループの受入手数料は1,014百万円（前年同四半期の受取手数料との

比較は26.9％減）となり、売上高は101百万円（前年同四半期は7百万円）となりました。また、販売費及び一般管

理費は1,057百万円（前年同四半期の営業費用との比較は24.5％減）となりました。 

 この結果、当第2四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、営業収益1,116百万円（前年同四半期比

17.6％減）、営業損失16百万円（前年同四半期は44百万円の営業損失）、経常損失5百万円（前年同四半期は32百

万円の経常損失）、四半期純損失9百万円（前年同四半期は274百万円の四半期純損失）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産、負債、純資産等の状況） 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産につきましては、流動資産が35,410百万円（前連結会計年度末比

3,015百万円増）、固定資産が777百万円（同26百万円減）となり、36,188百万円（同2,988百万円増）となりまし

た。 

 流動資産の増加は、主として前連結会計年度末比で現金及び預金が307百万円減少したものの、差入保証金が

3,391百万円増加したことによるものです。 

 固定資産の減少は、主として前連結会計年度末比で投資その他の資産の投資有価証券が27百万円減少したことに

よるものです。 

 当第２四半期連結会計期間末における負債につきましては、流動負債が30,566百万円（同3,045百万円増）、固定

負債が735百万円（同33百万円減）となり、31,361百万円（同3,020百万円増）となりました。 

 流動負債の増加は、主として前連結会計年度末比で訴訟損失引当金が135百万円減少したものの、外国為替取引預

り証拠金が3,286百万円増加したことによるものです。 

 固定負債の減少は、主として前連結会計年度末比で繰延税金負債が18百万円減少したことによるものです。 

 純資産合計は4,826百万円となり、前連結会計年度末と比べ、32百万円の減少となりました。これは主としてその

他有価証券評価差額金が14百万円減少したことによるものです。  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当社グループの業績は、為替市場の動向により大きく変動することから、業績予想が投資者の合理的な投資判断

の形成に有用ではないと考えております。このため当社では業績予想の開示に代えて、当社グループの業績の実績

値（主に営業収益、営業利益、経常利益）が前年同期または前年同四半期の実績値等と比較して一定以上の変動が

生じた場合には、決算の速報として概算値を開示しております。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。 

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

該当事項はありません。  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・資産除去債務に関する会計基準の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

 これにより、税金等調整前四半期純損失は、14,195千円増加しております。 

  

（４）表示方法の変更 

１．四半期連結貸借対照表  

 前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「金銭の信託」に含めて表示しておりました外国為替証拠

金取引に関する金銭信託額は、「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」の施行に合

わせ、流動資産の「預託金」として表示しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間の「金銭の信託」に含まれている「預託金」は720,142千円であります。 

２．四半期連結損益計算書  

 当社は「商品先物取引業統一経理基準」に基づき連結財務諸表を作成しておりましたが、商品先物取引受託

業務を廃止したことに伴い、以下のとおり表示科目を変更しております。  

①「受取手数料」を「受入手数料」へ変更しております。 

②「営業収益」より「売上原価」を控除した額を「純営業収益」として計上しております。 

③「売上高」と「売上原価」を相殺する「純額表示」をしておりましたが、「総額表示」をしております。 

④「営業費用」を「販売費及び一般管理費」へ変更しております。 

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,977,132 4,285,014

預託金 1,400,000 1,400,000

売掛金 189 767

商品 3,891 2,491

差入保証金 29,915,106 26,523,501

未収還付法人税等 396 28,314

その他 113,732 154,858

貸倒引当金 △91 －

流動資産合計 35,410,358 32,394,949

固定資産   

有形固定資産 85,698 84,782

無形固定資産 108,415 119,865

投資その他の資産 583,575 599,851

投資有価証券 239,863 267,058

その他 612,627 624,632

貸倒引当金 △268,916 △291,839

固定資産合計 777,689 804,499

資産合計 36,188,047 33,199,448
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,193 9,762

未払法人税等 7,559 11,917

外国為替取引預り証拠金 30,377,621 27,091,400

訴訟損失引当金 56,141 192,045

その他 121,509 215,342

流動負債合計 30,566,026 27,520,466

固定負債   

繰延税金負債 33,170 51,622

役員退職慰労引当金 320,720 320,720

負ののれん 381,519 396,193

長期リース資産減損勘定 － 49

固定負債合計 735,410 768,586

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 59,726 51,430

特別法上の準備金合計 59,726 51,430

負債合計 31,361,162 28,340,482

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 60,749 60,749

利益剰余金 2,475,107 2,484,853

自己株式 △244,160 △235,909

株主資本合計 4,791,695 4,809,693

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 35,188 49,271

評価・換算差額等合計 35,188 49,271

純資産合計 4,826,884 4,858,965

負債純資産合計 36,188,047 33,199,448
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益   

受取手数料 1,386,873 －

受入手数料 － 1,014,292

売買損益 △38,818 －

売上高 － 101,162

その他 7,946 1,363

営業収益合計 1,356,001 1,116,818

売上原価 － 76,111

純営業収益 － 1,040,706

営業費用 1,400,668 －

販売費及び一般管理費 － 1,057,278

営業損失（△） △44,666 △16,571

営業外収益   

受取利息 2,234 1,226

受取配当金 3,717 2,534

負ののれん償却額 14,673 14,673

その他 2,948 2,050

営業外収益合計 23,574 20,484

営業外費用   

創立費償却 2,162 －

貸倒引当金繰入額 － 1,695

投資事業組合運用損 5,012 4,512

為替差損 3,458 3,312

減価償却費 34 1

その他 279 151

営業外費用合計 10,947 9,673

経常損失（△） △32,040 △5,760
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 39,494 －

訴訟損失引当金戻入額 － 16,224

出資金償還益 137,796 －

その他 － 24

特別利益合計 177,290 16,249

特別損失   

固定資産除却損 945 121

減損損失 43,810 －

商品取引責任準備金繰入額 16,833 －

金融商品取引責任準備金繰入れ 6,675 8,295

投資有価証券評価損 5,717 －

出資金償還損 127,511 －

ゴルフ会員権評価損 2,825 －

割増退職金 1,479 2,156

システム解約違約金 19,800 －

原状回復費用 28,700 －

賃貸借契約解約損 － 3,081

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,195

特別損失合計 254,297 27,851

税金等調整前四半期純損失（△） △109,046 △17,362

法人税、住民税及び事業税 176,275 2,237

法人税等調整額 △10,675 △9,853

法人税等合計 165,599 △7,616

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △9,746

四半期純損失（△） △274,645 △9,746
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該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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